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(百万円未満切捨て)

１．平成31年３月期第１四半期の業績（平成30年４月１日～平成30年６月30日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年３月期第１四半期 1,621 3.9 265 9.2 273 2.9 163 △0.7

30年３月期第１四半期 1,559 1.4 243 31.4 265 37.4 164 △50.4
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

31年３月期第１四半期 13.87 －

30年３月期第１四半期 13.98 －

　（注）平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。平成30年３月期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して、「１株当たり四半期純利益」を算定しております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

31年３月期第１四半期 9,793 6,719 68.6

30年３月期 9,710 6,655 68.5

(参考)自己資本 31年３月期第１四半期 6,719 百万円 30年３月期 6,655 百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年３月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00

31年３月期 ―

31年３月期(予想) 0.00 ― 10.00 10.00

(注)１ 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　 ２ 平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。平成30年３月期につきまして

は当該株式分割前の配当金の額を記載しております。

　

３．平成31年３月期の業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,400 6.6 530 10.5 540 6.9 360 1.9 30.55

通期 7,000 6.2 1,180 7.9 1,200 7.0 780 2.6 66.20

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
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※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 31年３月期１Ｑ 11,784,000株 30年３月期 11,784,000株

② 期末自己株式数 31年３月期１Ｑ 1,264株 30年３月期 1,264株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年３月期１Ｑ 11,782,736株 30年３月期１Ｑ 11,782,912株

（注）平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。（３）発行済株式数（普通株式）

につきましては、平成30年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提と

なる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P２「経営成績に関する説明」をご覧くだ

さい。

　

決算短信（宝印刷） 2018年07月23日 11時15分 2ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）



幼児活動研究会株式会社(2152) 平成31年３月期 第１四半期決算短信

1

○添付資料の目次

１．当四半期決算に関する定性的情報 ……………………………………………………………………２

（１）経営成績に関する説明 ………………………………………………………………………………２

（２）財政状態に関する説明 ………………………………………………………………………………３

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明 ………………………………………………………４

２．四半期財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………５

（１）四半期貸借対照表 ……………………………………………………………………………………５

（２）四半期損益計算書 ……………………………………………………………………………………７

（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………８

（４）四半期財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………９

（継続企業の前提に関する注記）………………………………………………………………………９

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）………………………………………………９

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）…………………………………………………９

（会計方針の変更）………………………………………………………………………………………９

（会計上の見積りの変更） ……………………………………………………………………………９

（追加情報）………………………………………………………………………………………………９

　 （セグメント情報等）……………………………………………………………………………………10

決算短信（宝印刷） 2018年07月23日 11時15分 3ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）



幼児活動研究会株式会社(2152) 平成31年３月期 第１四半期決算短信

2

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間における当社を取巻く事業環境は、少子化問題に端を発し、待機児童問題を解決するため

に、幼児施設が乱立しております。一方で、来年10月から３歳から５歳児を対象に、幼児教育の無償化が決定し、

子ども一人当たりに費やす教育費は増加傾向にあり、幼児体育指導業界の同業者間での差別化がさらに進む傾向に

あります。

このような事業環境を背景に、当第１四半期累計期間における売上高は、1,621百万円（前年同四半期比3.9％

増）、経常利益273百万円（前年同四半期比2.9％増）、四半期純利益163百万円（前年同四半期比0.7％減）となり

ました。

当第１四半期累計期間の１株当たり四半期純利益は13円87銭となりました。前第1四半期累計期間の１株当たり四

半期純利益は13円98銭、前事業年度における１株当たり当期純利益は64円54銭でした。

（なお、当社は平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。文中に記載

している１株当たり四半期（当期）純利益は、平成30年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定し

ております。）

事業別の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 幼児体育指導関連事業

正課体育指導の実施会場数は前事業年度末の1,091園から25園増加し、当第１四半期会計期間末は1,116園となり

ました。

また当第１四半期会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,107カ所62,063名となりまし

た。前事業年度末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,092カ所65,696名でした。課外体育指導の会

員数は、前事業年度末の会員数に対して5.5％減となっております。

会員数は減少しましたが、課外クラブの月謝の値上げにより、幼児体育指導関連事業に係る売上高は1,518百万円

（前年同四半期比4.0％増）、セグメント利益は220百万円（前年同四半期比9.9％増）となりました。

② コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、前事業年度末の255件から、当第１四半期会計期間末は248件となりました。

コンサルティング契約件数は減少しましたが、情報提供会員制度の個別経営指導・アドバイス等に係る売上が増

加したため、コンサルティング関連事業に係る売上高は102百万円（前年同四半期比3.8％増）、セグメント利益は

45百万円（前年同四半期比5.8％増）となりました。

　

（参考）体育指導実施会場数及び会員数の動向

　

29年３月期 30年３月期 30年３月期 31年３月期
増減率(％)

　 第１四半期 第１四半期

(29年３月末日) (29年６月末日) (30年３月末日) (30年６月末日) (注)１ (注)２

　幼児体育指導関連事業

　
正課体育指導会場数 1,053 1,084 1,091 1,116 3.0 2.3

　
課外体育指導会場数 1,073 1,083 1,092 1,107 2.2 1.4

　
課外体育指導会員数（人） 64,231 63,643 65,696 62,063 △2.5 △5.5

　コンサルティング関連事業

　
コンサルティング契約件数 258 249 255 248 △0.4 △2.7

(注) １. 平成31年３月期第１四半期(30年６月末日)の平成30年３月期第１四半期(29年６月末日)に対する増減率です。

２. 平成31年３月期第１四半期(30年６月末日)の平成30年３月期(30年３月末日)に対する増減率です。
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（２）財政状態に関する説明

①資産・負債及び純資産の状況

（資産）

当第１四半期会計期間末における総資産残高は9,793百万円となっており、前事業年度末に対して83百万円の増加

となりました。

流動資産については、前事業年度末に対して33百万円の増加となりました。これは主に、売掛金が23百万円増加し

たためです。

固定資産については、前事業年度末に対して49百万円の増加となりました。これは主に、投資有価証券の時価評価

額の増加26百万円、繰延税金資産28百万円増加したためです。

（負債）

当第１四半期会計期間末における負債残高は3,073百万円となっており、前事業年度末に対して19百万円の増加と

なりました。

流動負債については、前事業年度末に対して19百万円の減少となりました。これは主に、賞与引当金が96百万円

増加する一方で、未払法人税等が108百万円減少したためです。

固定負債については、前事業年度末に対して38百万円の増加となりました。これは、退職給付引当金が38百万円

増加したためです。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産残高は、6,719百万円となっており、前事業年度末に対して、64百万円の

増加となりました。増加の要因は主として、利益剰余金の増加45百万円、その他有価証券評価差額金が18百万円増

加したためです。

②キャッシュ・フローの状況

当第１四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前第１四半期累計期間末より

373百万円増加し、5,783百万円（前年同四半期比6.9％増）となりました。

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、123百万円の収入となりました（前

年同四半期は208百万円の収入）。これは営業利益265百万円、減価償却費11百万円、運転資本の変動△66百万円、運

転資本以外の資産及び負債項目の変動152百万円、税金等の支出246百万円等に因るものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期累計期間における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、18百万円の支出となりました（前

年同四半期は185百万円の収入）。これは設備投資17百万円の支出等に因るものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期累計期間における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、112百万円の支出となりました（前

年同四半期は84百万円の支出）。これは、配当金の支払いによる支出112百万円に因るものです。
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（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

　平成31年３月期の業績予想については、以下に示すとおりです。平成30年４月27日に公表した数値と変更はありませ

ん。

平成31年３月期の業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

通期 7,000 1,180 1,200 780 66 20

（参考）前期実績
（平成30年３月期）

6,592 1,093 1,121 760 64 54

　なお、上記の業績予想については、当社が当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,791,108 5,783,565

売掛金 199,159 222,976

商品 1,929 1,667

貯蔵品 2,076 2,654

その他 64,862 82,728

貸倒引当金 △1,304 △1,774

流動資産合計 6,057,831 6,091,818

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 67,089 65,898

構築物（純額） 5 3

工具、器具及び備品（純額） 35,069 30,568

土地 236,334 236,334

有形固定資産合計 338,498 332,806

無形固定資産 133,435 128,317

投資その他の資産

投資有価証券 2,439,548 2,466,284

繰延税金資産 312,442 340,558

保険積立金 272,792 272,792

投資不動産（純額） 82,100 82,100

その他 73,379 78,530

投資その他の資産合計 3,180,264 3,240,265

固定資産合計 3,652,197 3,701,390

資産合計 9,710,029 9,793,208
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(単位：千円)

前事業年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 120,510 92,223

未払金 164,009 95,504

未払費用 39,067 48,336

未払法人税等 274,801 166,036

前受金 1,714 44,337

賞与引当金 218,154 314,704

その他 113,750 151,694

流動負債合計 932,008 912,836

固定負債

社債 300,000 300,000

退職給付引当金 1,563,121 1,601,312

長期未払金 259,343 259,343

固定負債合計 2,122,464 2,160,656

負債合計 3,054,473 3,073,492

純資産の部

株主資本

資本金 513,360 513,360

資本剰余金

資本準備金 365,277 365,277

資本剰余金合計 365,277 365,277

利益剰余金

利益準備金 15,666 15,666

その他利益剰余金 5,147,596 5,193,207

利益剰余金合計 5,163,263 5,208,873

自己株式 △391 △391

株主資本合計 6,041,509 6,087,120

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 614,046 632,595

評価・換算差額等合計 614,046 632,595

純資産合計 6,655,556 6,719,715

負債純資産合計 9,710,029 9,793,208
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 1,559,556 1,621,028

売上原価 1,023,787 1,073,728

売上総利益 535,768 547,300

販売費及び一般管理費 292,359 281,566

営業利益 243,408 265,734

営業外収益

受取配当金 4,209 5,980

受取手数料 668 592

保険差益 17,923 －

その他 1,306 2,510

営業外収益合計 24,106 9,084

営業外費用

支払利息 723 723

その他 955 661

営業外費用合計 1,679 1,385

経常利益 265,836 273,433

税引前四半期純利益 265,836 273,433

法人税、住民税及び事業税 146,496 146,297

法人税等調整額 △45,330 △36,302

法人税等合計 101,166 109,995

四半期純利益 164,670 163,438
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 265,836 273,433

減価償却費 13,630 11,902

貸倒引当金の増減額（△は減少） 111 469

受取利息及び受取配当金 △4,229 △5,980

支払利息 723 723

売上債権の増減額（△は増加） △13,020 △23,817

商品の増減額（△は増加） 400 261

貯蔵品の増減額（△は増加） △801 △578

その他の流動資産の増減額（△は増加） △16,982 △17,865

仕入債務の増減額（△は減少） △37,487 △28,286

賞与引当金の増減額（△は減少） 104,805 96,550

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △257,834 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 54,361 38,191

保険差益 △17,923 －

前受金の増減額（△は減少） 108,057 42,622

未払金の増減額（△は減少） △32,315 △57,037

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,694 29,541

長期未払金の増減額（△は減少） 259,343 －

その他の流動負債の増減額（△は減少） △587 9,774

その他 996 △4,308

小計 440,779 365,596

利息及び配当金の受取額 4,229 5,980

利息の支払額 △1,447 △1,447

法人税等の支払額 △235,398 △246,441

営業活動によるキャッシュ・フロー 208,163 123,687

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,973 －

無形固定資産の取得による支出 － △17,002

定期預金の純増減額（△は増加） 200,000 －

その他 △123 △1,935

投資活動によるキャッシュ・フロー 185,903 △18,938

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △84,088 △112,292

財務活動によるキャッシュ・フロー △84,088 △112,292

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 309,978 △7,542

現金及び現金同等物の期首残高 5,100,570 5,791,108

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,410,548 5,783,565
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

（追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。
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（セグメント情報等）

　 【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,460,766 98,789 1,559,556

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － －

計 1,460,776 98,789 1,559,556

セグメント利益 200,564 42,844 243,408

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,518,473 102,555 1,621,028

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － －

計 1,518,473 102,555 1,621,028

セグメント利益 220,399 45,334 265,734

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。
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